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【総務部総務課】

　地方公務員共済組合連合会の平成３０年度の決算（「厚生年金保険給付調整経理」、「退職等年金給付調整経理」、「経過的長期

給付調整経理」、「厚生年金拠出金経理」、「基礎年金拠出金経理」、「厚生年金保険預託経理」、「退職等年金預託経理」、「経過的長

期預託経理」、「介護保険経理」、「国民健康保険経理」、「後期高齢者医療経理」、「個人住民税経理」及び「業務経理」）について、そ

の概要を説明します。

　なお、この決算は、令和元年６月２８日（金）に開催された第１３０回運営審議会の議を経て、承認されております。

はじめに

平成３０年度 連合会決算の概要

主要項目

信託の運用益
67.9％

組合払込金
9.3％

財政調整拠出金受入金
22.8％

厚生年金保険給付調整経理
　平成３０年度末の厚生年金保険給付調整積立金は、10兆89億1,685万2千円となりました。

① 収入について・収入総額４，５６２億２，７３９万５千円　（平成２９年度５，８１８億２，９３７万４千円）

　厚生年金保険給付調整経理における収入は、国家公務員共済組合連合会から拠出を受ける「財政調整拠出金受入金」、各組合か

らの「組合払込金」、資金の運用による「信託の運用益」などであり、内訳は表１及び図１のとおりです。

表1       　　 　  （単位：千円）　　　図1

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

財政調整拠出金受入金 104,035,228 104,035,228 0

組合払込金 0 42,269,454 42,269,454

利益及び配当金 − 81 81

信託の運用益 56,132,740 309,922,632 253,789,892

合　　計 160,167,968 456,227,395 296,059,427

※金額はそれぞれ千円未満を四捨五入しているので、合計の額は一致しないことがある（以下同じ）。
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区 分 事業計画額（A） 割合 決算額（B） 割合 比較増減(B)−(A)

流
動
資
産

普通預金 192,539 0.0% 29,421,358 0.3% 29,228,819

未収収益 56,132,740 0.6% 309,115,614 3.1% 252,982,874

計 56,325,279 0.6% 338,536,973 3.4% 282,211,693

固
定
資
産

信託 9,652,294,660 99.4% 9,670,379,879 96.6% 18,085,219

計 9,652,294,660 99.4% 9,670,379,879 96.6% 18,085,219

合　計 9,708,619,939 100.0% 10,008,916,852 100.0% 300,296,912

普通預金
0.3％

未収収益
3.1％

信託
96.6％

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

厚生年金拠出金負担金 172,013,014 172,013,014 0

組合交付金 25,229,000 11,622,000 13,607,000

信託の運用損 − 845,386 △845,386

雑費 0 7 △ 7

業務経理へ繰入 2,240,589 2,240,589 0

合　　計 199,482,603 186,720,995 12,761,608

② 支出について・支出総額１，８６７億２，０９９万５千円　（平成２９年度１，６６６億５，９２０万３千円）

　支出としては、年金特別会計に対して拠出する「厚生年金拠出金負担金」、組合へ交付する「組合交付金」、「業務経理へ繰入」などで

あり、内訳は表２のとおりです。

表2       　　　   （単位：千円） 

③ 当期利益金について

　収入総額４，５６２億２，７３９万５千円から支出総額１，８６７億２，０９９万５千円を差引いた「当期利益金」は２，６９５億６４０万円となり、そ

の全額を「厚生年金保険給付調整積立金」として積み立てました。

　その結果、翌事業年度へ繰り越される「厚生年金保険給付調整積立金」の額は、１０兆８９億１，６８５万２千円となっております。

④ 資産の構成について

　平成３０年度末における資産の構成内容は、表３及び図２のとおりです。

表3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　 （単位：千円、%）　　図2

⑤ 運用利回りについて

　厚生年金保険給付調整積立金の管理運用については、安全かつ効率的な方法により運用するよう極力努めた結果、平成３０年度

における運用利回りは、３．１４％となっております。
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退職等年金給付調整経理
　平成３０年度末の退職等年金給付調整積立金は、４７６億９，７０８万４千円となりました。

① 収入について・収入総額１４４億７，４２３万８千円　（平成２９年度１３８億６，９３７万６千円）

　退職等年金給付調整経理における主な収入は、国家公務員共済組合連合会から拠出を受ける「財政調整拠出金受入金」、各組

合からの「組合払込金」、資金の運用による「信託の運用益」であり、内訳は表４及び図３のとおりです。

表4        　　  　 （単位：千円）　　　図3

② 支出について・支出総額３億７,２００万６千円　（平成２９年度１億９，０４８万９千円）

　支出としては、「業務経理へ繰入」であり、内訳は表５のとおりです。

表5        　　 　   （単位：千円）

③ 当期利益金について

　収入総額１４４億７，４２３万８千円から支出総額３億７,２００万６千円を差引いた「当期利益金」は１４１億２２３万２千円となり、

その全額を「退職等年金給付調整積立金」として積み立てました。

　その結果、翌事業年度へ繰り越される「退職等年金給付調整積立金」の額は、４７６億９，７０８万４千円となっております。

組合払込金 
95.3％

信託の運用益
1.0％

財政調整拠出金
受入金
3.7％

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

財政調整拠出金受入金 535,733 535,733 0

組合払込金 13,625,601 13,793,027 167,426

信託の運用益 110,930 145,477 34,548

合　　計 14,272,264 14,474,238 201,974

科　　目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

業務経理へ繰入 422,963 372,006 50,957

合　　計 422,963 372,006 50,957

④ 資産の構成について

　平成３０年度末における資産の構成内容は、表６及び図４のとおりです。

表6       　　  （単位：千円、％）　　　図4

⑤ 運用利回りについて

　退職等年金給付調整積立金の管理運用については、安全かつ効率的な方法により運用するよう極力努めた結果、平成３０年度に

おける運用利回りは、年０．３８％となっております。

区 分 事業計画額（A） 割合 決算額（B） 割合 比較増減(B)−(A)

流
動
資
産

普通預金 1,000,784 2.1% 929,167 1.9% △71,617

未収収益 110,930 0.2% 145,477 0.3% 34,548

計 1,111,714 2.3% 1,074,645 2.3% △37,069

固
定
資
産

信託 46,332,480 97.7% 46,622,440 97.7% 289,960

計 46,332,480 97.7% 46,622,440 97.7% 289,960

合　計 47,444,193 100.0% 47,697,084 100.0% 252,891

未収収益
0.3％

普通預金
1.9％

信託
97.7％
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区 分 事業計画額（A） 割合 決算額（B） 割合 比較増減（B）ー （A）

流
動
資
産

普通預金 225,347 0.0% 22,604,701 0.2% 22,379,355

未収収益 56,647,787 0.6% 317,266,047 3.0% 260,618,260

計 56,873,134 0.6% 339,870,749 3.3% 282,997,615

固
定
資
産

信託 10,043,222,909 98.8% 10,000,641,098 96.1% △42,581,811

投資有価
証券 3,103,748 0.0% 2,919,934 0.0% △ 183,814

生命保険 65,700,428 0.6% 65,904,256 0.6% 203,828

計 10,112,027,085 99.4% 10,069,465,287 96.7% △42,561,798

合　計 10,168,900,219 100.0% 10,409,336,036 100.0% 240,435,817

普通預金 0.2％
生命保険 0.6％未収収益

3.0％

信託 
96.1％

経過的長期給付調整経理
　平成３０年度末の経過的長期給付調整積立金は、１０兆４,０９３億３，６０３万６千円となりました。

① 収入について・収入総額３，１８０億７，５１３万３千円　（平成２９年度４，３１４億３，１７８万９千円）

　経過的長期給付調整経理における主な収入は、資金の運用による「信託の運用益」などであり、内訳は表７及び図５のとおりです。

表7       　　　  （単位：千円）　　　図5 

② 支出について・支出総額３７５億８，３５６万６千円　（平成２９年度６８５億４，１６０万８千円）

　支出としては、組合へ交付する「組合交付金」、「業務経理へ繰入」などであり、

内訳は表８のとおりです。

表8       　　　   （単位：千円）

③ 当期利益金について

　収入総額３，１８０億７，５１３万３千円から支出総額３７５億８，３５６万６千円を差引いた「当期利益金」は２，８０４億９，１５６万７千円とな

り、その全額を「経過的長期給付調整積立金」として積み立てました。

　その結果、翌事業年度へ繰り越される「経過的長期給付調整積立金」の額は、１０兆４，０９３億３，６０３万６千円となっております。

④ 資産の構成について

　平成３０年度末における資産の構成内容は、表９及び図６のとおりです。

表９       　　  （単位：千円、％）　　　図6

⑤ 運用利回りについて

　経過的長期給付調整積立金の管理運用については、安全かつ効率的な方法により運用するよう極力努めた結果、平成３０年度におけ

る運用利回りは、３．０９％となっております。

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

利息及び配当金 584,209 739,800 155,591

信託の運用益 56,690,077 317,335,333 260,645,256

合　計 57,274,286 318,075,133 260,800,847

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（A）ー （B）

組合交付金 42,169,000 36,411,000 5,758,000

信託の運用損 − 947,653 △947,653

業務経理へ繰入 224,913 224,913 0

合　　計 42,393,913 37,583,566 4,810,347

利息及び配当金
0.2％

信託の運用益
99.8％
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厚生年金拠出金経理 基礎年金拠出金経理
① 収入について・収入総額６兆４，０２０億６，７６０万４千円

（平成２９年度６兆５，３７２億９，２４８万１千円）

　厚生年金拠出金経理における収入は、各組合が負担する「厚

生年金拠出金負担金」及び年金特別会計から交付される「厚生

年金交付金」であり、内訳は表１０のとおりです。

表10 （単位：千円）

② 支出について・支出総額６兆４，０２０億６，７６０万４千円

（平成２９年度６兆５，３７２億９，２４８万１千円）

　支出としては、年金特別会計へ納付する「厚生年金拠出金」

及び各組合へ交付する「厚生年金交付金支払金」であり、内訳

は表１１のとおりです。

表１1 （単位：千円）

① 収入について・収入総額１兆４，９３０億７，７５６万4千円

（平成２９年度１兆４，９７９億６，４３４万７千円）

　基礎年金拠出金経理における収入は、各組合が負担する「基

礎年金拠出金負担金」及び年金特別会計から交付される「基礎

年金交付金」であり、内訳は表１２のとおりです。

表１2 （単位：千円）

② 支出について・支出総額１兆４，９３０億７，７５６万4千円

（平成２９年度１兆４，９７９億６，４３４万７千円）

　支出としては、年金特別会計へ納付する「基礎年金拠出金」

及び各組合へ交付する「基礎年金交付金支払金」であり、内訳

は表１３のとおりです。

表13 （単位：千円）

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（B）ー （A）

厚生年金
拠出金負担金 3,089,636,443 3,089,636,443 0

厚生年金
交付金 3,312,431,161 3,312,431,161 0

合　計 6,402,067,604 6,402,067,604 0

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（B）ー （A）

基礎年金
拠出金負担金 1,398,532,683 1,398,532,682 △1

基礎年金
交付金 94,544,882 94,544,882 0

合　計 1,493,077,565 1,493,077,564 △1

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（A）ー （B）

厚生年金
拠出金 3,089,636,443 3,089,636,443 0

厚生年金
交付金支払金 3,312,431,161 3,312,431,161 0

合　計 6,402,067,604 6,402,067,604 0

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（A）ー （B）

基礎年金
拠出金 1,398,532,683 1,398,532,682 1

基礎年金
交付金支払金 94,544,882 94,544,882 0

合　計 1,493,077,565 1,493,077,564 1
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厚生年金保険預託経理

退職等年金預託経理

経過的長期預託経理
① 収入について・収入総額１４億４，７９８万６千円

（平成２９年度１４億９６０万２千円）

　厚生年金保険預託経理における収入は、組合から預託された

預託金の運用収益であり、表１４のとおりです。

表1４ （単位：千円）

② 支出について・支出総額１４億４，７９８万６千円

（平成２９年度１４億９６０万２千円）

　支出としては、組合への「支払利息」であり、表１５のとおりです。

表１５ （単位：千円）

③ 運用利回りについて

　預託金運用口全体の平成３０年度の運用利回りは、１．９４％

となっております。

① 収入について・収入総額０円

（平成２9年度０円）

　施行規程第１２条の３の規定により組合から預託される預託金

は見込まれないことから、予算を計上しておらず、実際に預託さ

れなかったため、決算額は０円となっております。

② 支出について・支出総額０円

（平成２9年度０円）

　施行規程第１２条の３の規定により組合から預託される預託金

は見込まれないことから、予算を計上しておらず、実際に預託さ

れなかったため、決算額は０円となっております。

① 収入について・収入総額１６億５８０万４千円

（平成２９年度１５億６，０２７万円）

　経過的長期預託経理における収入は、組合から預託された預

託金の運用収益であり、表１６のとおりです。

表16 （単位：千円）

② 支出について・支出総額１６億５８０万４千円

（平成２９年度１５億６，０２７万円）

　支出としては、組合への「支払利息」などであり、表１７のとおりです。

表17 （単位：千円）

③ 運用利回りについて

　預託金運用口全体の平成３０年度の運用利回りは、１．９７％と

なっております。

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

信託の運用益 369,963 1,447,986 1,078,023

合　　計 369,963 1,447,986 1,078,023

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

支払利息 405,469 1,515,543 △1,110,074

収益調整金
償却 − 90,261 △90,261

合　　計 405,469 1,605,804 △1,200,335

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

支払利息 369,963 1,447,986 △1,078,023

合　　計 369,963 1,447,986 △1,078,023

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

信託の運用益 405,469 1,605,804 1,200,335

合　　計 405,469 1,605,804 1,200,335
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科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

国民健康
保険料(税) 74,730 64,743 9,987

合　　計 74,730 64,743 9,987

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

後期高齢者医療
保険料納入金 10,573,118 10,555,620 △17,498

合　　計 10,573,118 10,555,620 △17,498

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

後期高齢者
医療保険料 10,573,118 10,555,620 17,498

合　　計 10,573,118 10,555,620 17,498

後期高齢者医療経理

個人住民税経理

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

個人住民税
納入金 4,715,649 4,355,421 △360,228

合　　計 4,715,649 4,355,421 △360,228

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

個人住民税 4,715,649 4,355,421 360,228

合　　計 4,715,649 4,355,421 360,228

介護保険経理

国民健康保険経理

① 収入について・収入総額88億2,497万4千円

（平成２９年度９５億６，０９７万３千円）

　介護保険経理における収入は、特別徴収義務者である各組合

からの「介護保険料納入金」であり、表１８のとおりです。

表18　 （単位：千円）

② 支出について・支出総額88億2,497万4千円

（平成２９年度９５億６，０９７万３千円）

　支出としては、市区町村へ納入する「介護保険料」であり、

表１９のとおりです。

表19 （単位：千円）

① 収入について・収入総額６，４７４万３千円

（平成２９年度７，４９６万７千円）

　国民健康保険経理における収入は、特別徴収義務者である

各組合からの「国民健康保険料及び国民健康保険税の納入金」

であり、表２０のとおりです。

表２0 （単位：千円）

① 収入について・収入総額１０５億５，５６２万円

（平成２９年度１２６億３，９９２万２千円）

　後期高齢者医療経理における収入は、特別徴収義務者である各組

合からの「後期高齢者医療保険料納入金」であり、表２２のとおりです。

表２2 （単位：千円）

② 支出について・支出総額１０５億５，５６２万円

（平成２９年度１２６億３，９９２万２千円）

　支出としては、市区町村へ納入する「後期高齢者医療保険料」

であり、表２３のとおりです。

表２3 （単位：千円）

① 収入について・収入総額４３億５，５４２万１千円

（平成２９年度５１億７，７０１万６千円）

　個人住民税経理における収入は、特別徴収義務者である各組

合からの「個人住民税納入金」であり、表２４のとおりです。

表２4 （単位：千円）

② 支出について・支出総額４３億５，５４２万１千円

（平成２９年度５１億７，７０１万６千円）

　支出としては、市区町村へ納入する「個人住民税」であり、

表２５のとおりです。

表２5 （単位：千円）

② 支出について・支出総額６，４７４万３千円

（平成２９年度７，４９６万７千円）

　支出としては、市区町村へ納入する「国民健康保険料及び国民

健康保険税」であり、表２１のとおりです。

表２1 （単位：千円）

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

介護保険料
納入金 8,578,996 8,824,974 245,978

合　　計 8,578,996 8,824,974 245,978

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(B)−(A)

国民健康保険料
(税)納入金 74,730 64,743 △9,987

合　　計 74,730 64,743 △9,987

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減(A)−(B)

介護保険料 8,578,996 8,824,974 △245,978

合　　計 8,578,996 8,824,974 △245,978
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業務経理

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（B）ー （A）

組合分担金 3,644,160 3,653,216 9,056

雑収入 − 2 2

利息及び
配当金 336 − △336

厚生年金保険
給付調整経理

より繰入
2,240,589 2,240,589 0

退職等年金
給付調整経理

より繰入
422,963 372,006 △50,957

経過的長期
給付調整経理

より繰入
224,913 224,913 0

合　計 6,532,961 6,490,726  △42,235

① 収入について・収入総額６４億９,０７２万６千円

（平成２９年度４２億７，５３５万１千円）

　業務経理における収入としては、組合員１人当たり１，２８０円の

「組合分担金」及び「厚生年金保険給付調整経理より繰入」など

であり、内訳は表２６のとおりです。

表26 （単位：千円）

② 支出について・支出総額５１億４，１９６万５千円

（平成２９年度４１億８，１７１万９千円）

（１）本年度中に行った主な会議は、次のとおりです。

ア　役員会　４回

イ　運営審議会　４回

（２）本年度中に行った監査は、次のとおりです。

ア　監事会議　１回

イ　決算監査　１回

ウ　中間監査　１回

エ　例月監査　１１回

オ　定期監査（監査員監査）１回

（３）本年度中に行った主な事業は、次のとおりです。

ア　基礎年金支払代行に係るシステムの維持管理及び事務

イ　標準システムの維持管理

ウ　情報共有化システムの運営及び維持管理

エ　年金払い退職給付関連システムの維持管理

オ　社会保障・税番号制度に係るシステムの開発

カ　各種情報交換及び特別徴収に係る事務

キ　年金事務担当者研修会及び年金制度説明会

ク　年金問題セミナー

ケ　資金運用全国説明会

コ　年金積立金の管理・運用

サ　広報誌「連合会だより　ＰＡＬ」（６回）及び特集号の発行

シ  年金払い退職給付に係る基準利率、終身年金現価率及び有

期年金現価率の算定と、算定結果に係る組合員等への広報等

ス　年金払い退職給付に係る財政検証と、その結果に係る組合

員等への広報等

セ　年金払い退職給付に係る財政再計算と、その結果に係る組

合員等への広報等

（４）これらの会議及び事業に要した経費は、総額５１億４，１９６万５千

円となっており、主な科目別内訳は表２７及び図７のとおりです。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

表27 （単位：千円）

図7

③ 当期利益金及び剰余金の繰越しについて

　収入総額６４億９,０７２万６千円から支出総額５１億４，１９６万５千

円を差引いた、「当期利益金」は１３億４，８７６万１千円となり、翌年

度へ繰り越される剰余金は２４億１，２５４万４千円となりました。

科   目 事業計画額（A） 決算額（B） 比較増減（A）ー （B）

役員報酬 75,374 70,533 4,841

職員給与 677,071 653,327 23,744

旅費 11,577 4,857 6,720

事務費 16,093 16,020 73

委託費 5,113,745 3,860,022 1,253,723

賃借料 189,354 179,800 9,554

調査研究費 209,028 154,315 54,713

普及費 40,148 24,648 15,500

負担金 148,210 131,733 16,477

減価償却費 2,808 5,012 △2,204

その他 49,553 41,698 7,855

合　　計 6,532,961 5,141,965 1,390,996

委託費 
75.1％

その他 1.2％

普及費 0.5％

賃借料
3.5％

役職員給与費等
14.1％

調査研究費 3.0％
負担金 2.6％
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図１　厚生年金保険経理等の収益の主な項目割合 図2　厚生年金保険経理等の費用の主な項目割合

令和元年度 長期給付に係る
経理の予算収支状況（速報）

※集計は、各共済組合及び市町村連合会の厚生年金保険経理、退職等年金経理及び経過的長期経理と地方公務員共済組合連合会の前
記各経理に相当する経理（厚生年金保険給付調整経理、退職等年金給付調整経理及び経過的長期給付調整経理）、厚生年金拠出金経理
及び基礎年金拠出金経理を対象としました。

　なお、主な各収支項目の割合は下図1～6のとおりです。（金額単位：百万円）

　令和元年度の地方公務員共済組合全体における厚生年金保険経理等(※)、退職等年金経理等(※)及び経過的長期経理等(※)
に係る予算の収益総額、費用総額及び収支差は以下のとおりです。

【総務部企画課】

経理名 収益総額 費用総額 収支差

厚生年金保険経理等 11,469,303 12,853,755 ▲ 1,384,452

退職等年金経理等 281,806 4,087 277,719

経過的長期経理等 247,009 538,523 ▲ 291,514

（金額単位：百万円）

収益総額
11,469,303

負担金
2,787,745
24.3%

組合員保険料
1,688,400
14.7%

厚生年金交付金
6,487,787

56.6%

基礎年金交付金
179,337

1.6%

財政調整拠出金受入金
108,265

0.9%

利息及び配当金・
信託の運用益
215,515
1.9%

その他
2,253
0.02％

費用総額
12,853,755

厚生年金拠出金
6,120,812

47.6%

基礎年金拠出金
2,908,124

22.6%

その他
7,579
0.1%

年金給付
3,817,240
29.7%
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【備考】

1　地方公務員共済組合全体で見た場合に、二重計上となる項目（地方公務員共済組合連合会の「基礎年金拠出金」と各共済組合及び
市町村連合会の「基礎年金拠出金負担金」等）については、一方のみを集計しました。

2　「組合払込金」については、集計対象外となるため、「組合交付金（連合会交付金）」及び「組合払込金（連合会払込金）」については、内
部取引となるため、集計していません。

3　収益の「その他」内訳（予算書における科目）
　「退職一時金等返還金」、「移換金」、「雑収入」、「償還差益」

4　費用の「その他」内訳（予算書における科目）
　「雑費」、「業務経理へ繰入」、「前期損益修正損」、「償還差損」

5　端数処理の関係で、内訳の合計と合計数が一致しないところがあります。

図3　退職等年金経理等の収益の主な項目割合

図5　経過的長期経理等の収益の主な項目割合

図4　退職等年金経理等の費用の主な項目割合

図6　経過的長期経理等の費用の主な項目割合

収益総額
247,009

負担金
36,553
14.8%

その他
275
0.1%

利息及び配当金・
信託の運用益
210,099
85.1%

基礎年金交付金
81

0.0%

費用総額
4,087

年金給付
1,437
35.2%

その他
2,649
64.8%

費用総額
538,523

年金給付
537,659
99.8%

その他
864
0.2%

拠出金
0

0.0%

収益総額
281,806

負担金
138,149
49.0%

掛金
138,149
49.0%

財政調整拠出金
受入金
347
0.1%

利息及び配当金・
信託の運用益
5,161
1.8%
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平成30年度 情報交換及び
特別徴収の実施状況について

【年金業務部】

区　　　分 平成 30 年度

年金請求書の
送付件数

老齢基礎年金 19,980
障害基礎年金 1,815
遺族基礎年金 238

合　　計 22,033
年 金 受 給 選 択 申 出 書 の 送 付 件 数 1,458

現況届の
送付件数

老齢基礎年金 767
障害基礎年金 4,298
遺族基礎年金 1,479

合　　計 6,544

1 基礎年金の年金請求等に関する情報交換

情報交換事務に関する業務

※「単一者等」とは、老齢基礎年金及び遺族基礎年金については、年金制
度に加入した期間が地方公務員共済組合（国家公務員共済組合を含
む。）の期間だけの者及びこれに準ずる者のことであり、障害基礎年金
については、地方公務員共済組合の組合員期間のうちに初診日があ
る者のことである。

（１）年金請求等に関する業務

　共済組合と日本年金機構との間の窓口として、単一者等に

係る基礎年金の年金請求書や各種情報交換文書の送付及び

調整事務等を行っています。年金請求書等の送付件数は次

のとおりです。

（単位：件）

（２）支払代行に関する業務

　単一者等に係る基礎年金の支払代行に関する共済組合と日

本年金機構との間の経由業務として、日本年金機構からの基礎

年金支払情報の授受、当該情報の共済組合への提供に係る事

務等を行っています。基礎年金の支払代行の件数及び金額は次

のとおりです。

区　　　分
平成 30 年度

件数 金額

基礎年金
支払代行

老齢基礎年金 2,142 185,081,549
障害基礎年金 160 23,715,062
遺族基礎年金 11 1,972,827

合　　計 2,313 210,769,438

（注）合計は、端数処理の関係で内訳と一致しないことがある。

（単位：千件/千円）

2 厚生年金の決定、改定等に関する情報交換

　厚生年金の決定、改定等にあたっては、共済組合、日本年

金機構、国家公務員共済組合連合会及び日本私立学校振

興・共済事業団（以下「実施機関」という。）との間で、それぞ

れが管理する年金記録等の情報交換が必要な場合がありま

す。この情報交換は、主にファイル転送等により行われてい

ます。

　当連合会は、当該情報交換に関する情報連携システム

及び情報交換システムを運営し、実施機関間の経由事務を

行っています。

1 特別徴収事務の内容

特別徴収事務等に関する業務

　介護保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関

する法律及び地方税法の規定に基づき、各保険・医療制度の

保険者である各市区町村（以下「市町村」という。）と特別徴

収義務者である共済組合との間の介護保険料、国民健康保

険料（税）、後期高齢者医療保険料及び個人住民税（以下「保険料

（税）」という。）の年金からの特別徴収に関する情報交換及び保

険料（税）の納入等の経由事務を行っています。
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2 特別徴収の事務処理状況

(1)年次処理[年１回]

ア　特別徴収対象者情報の通知　

　（共済組合→連合会→経由機関→市町村）

　共済組合から特別徴収対象者情報の提供を受け、日本年金機

構等の特別徴収対象者情報と突合処理し、当該情報との重複者

を除いた後、該当市町村ごとに分割し、経由機関を通じて該当市

町村に特別徴収対象者情報を通知しています。

イ　特別徴収依頼情報の通知　

　（市町村→経由機関→連合会→共済組合）

　市町村から経由機関を通じて特別徴収依頼者及び保険料（税）

額の依頼情報を受け、該当共済組合ごとに分割し、該当共済組合

に通知しています。

（2）月次捕捉処理［２か月毎］

ア　特別徴収追加候補者情報の通知

　（共済組合→連合会→経由機関→市町村）

　共済組合から特別徴収追加候補者情報の提供を受け、日本年

金機構等の特別徴収追加候補者情報と突合処理し、当該情報と

の重複者を除いた後、該当市町村ごとに分割し、経由機関を通じ

て該当市町村に特別徴収追加候補者情報を通知しています。

イ　特別徴収追加依頼情報の通知

　（市町村→経由機関→連合会→共済組合）

　市町村から経由機関を通じて特別徴収追加依頼者及び保険料

（税）額の依頼情報を受け、該当共済組合ごとに分割し、該当共

済組合に通知しています。

（3）月次処理［毎月］

　各種異動情報の通知

　（市町村→経由機関→連合会→共済組合）

　市町村から経由機関を通じて毎月２０日までに提出があった

死亡・転出等の各種異動情報を該当共済組合ごとに分割し、該当

共済組合に通知しています。

（4）定期処理［２か月毎］

ア　徴収結果情報の通知

　（共済組合→連合会→経由機関→市町村）

　共済組合において特別徴収された保険料（税）の徴収結果情

報を、該当市町村ごとに分割し、特別徴収した月の翌月１０日ま

でに経由機関を通じて該当市町村に通知しています。

イ　徴収保険料（税）の納入

　（共済組合→連合会→市町村）

　共済組合において特別徴収された保険料（税）を収納し、該当

市町村ごとに分割し、特別徴収した月の翌月１０日までに該当市

町村が指定する金融機関口座に納入しています。

（単位　徴収金額：百万円　人数：人　市町村数:市町村）

平成30年度
徴収月

後期高齢者医療保険 個人住民税

徴収金額 人数 市町村数 徴収金額 人数 市町村数
４ 月 1,720 115,472 1,676 792 58,673 1,614
６ 月 1,671 112,855 1,674 766 57,168 1,611
８ 月 1,634 110,613 1,674 719 52,961 1,603

10 月 1,908 109,186 1,674 714 54,099 1,611
12 月 1,840 106,166 1,672 691 52,649 1,610
２ 月 1,784 103,200 1,669 673 51,147 1,606
計 10,556 延べ 657,492 − 4,355 延べ 326,697 −

(注) 徴収金額の計欄は、端数処理の関係で各徴収月の金額の合計と一致しないことがある。

（単位　徴収金額：百万円　人数：人　市町村数:市町村）

平成30年度
徴収月

介護保険 国民健康保険

徴収金額 人数 市町村数 徴収金額 人数 市町村数
４ 月 1,481 133,291 1,690 12 1,714 693
６ 月 1,480 130,803 1,690 12 1,733 696
８ 月 1,506 128,438 1,690 12 1,728 694

10 月 1,499 124,896 1,689 10 1,511 634
12 月 1,449 121,836 1,687 10 1,471 624
２ 月 1,411 118,722 1,684 9 1,440 616
計 8,825 延べ 757,986 − 65 延べ 9,597 −

各徴収月に特別徴収した保険料 ( 税 ) の実績
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総務係

経理係

情報セキュリティ係

企画係

調査係

監査係

管理係

企画係

自家運用係

調査分析係

委託運用係

オルタナティブ投資係

リスク管理係

長期給付係

基礎年金係

数理係

調整係

システム係

情報管理係

総務課

企画課

監査室

企画管理課

運用第一課資金運用部

総務部

年金業務部

事
務
局

運用第二課

リスク管理課

年金課

数理課

調整課

情報システム課

情報管理課

システム管理監

数理課

地方公務員共済組合
連合会事務局組織図

当連合会のことをより一層知っていただくため、各課をご紹介
いたします。今回は数理課です。

地方公務員共済組合連合会事務局紹介
第6回

 
 
 

数理係
● 退職等年金給付に要する費用の算定及び財政検証、付与率、
　 基準利率、終身年金現価率及び有期年金現価率の算定に
　 関すること。

● 経過的長期給付の財政に係る将来見通しの作成に関すること。

● 長期給付及び経過的長期給付の財政に係る調査研究並びに
　 技術的及び専門的な知識、資料等の提供に関すること。
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厚生年金制度等の日誌

年月日 事項

Ｈ31.4.12

厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体
職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号）附則第六十一条第一項
の規定に基づき、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るため
の農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律の施行に伴う存続組合が支給する
特例年金給付等に関する省令の一部を改正する省令（農林水産省令第３６号）

社会保障に関する日本国とスロバキア共和国との間の協定（条約第１号）

Ｒ1.5.17 社会保障に関する日本国政府と中華人民共和国政府との間の協定（条約第１号）

Ｒ1.5.23
地方公務員等共済組合法施行規程の一部を改正する命令

（内閣府令・総務省令・文部科学省令第２号）

  厚生年金制度に関連した法律等の改正状況

年月日 事項

Ｒ1.5.29 社会保障制度改革推進会議（第9回）

 公的年金制度に関連した会議等の開催状況

6月26日

第128回
役員会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成30年度決算（案）について、事務局から説明を行い、6月28日

の第130回運営審議会に提出する旨決定されました。

6月28日

第130回
運営審議会

○場所　地方公務員共済組合連合会特別会議室
○議事　平成30年度決算（案）について、事務局から説明を行い、審議の

結果、承認されました。

 会議開催状況

業務等の状況
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人事異動

連合会

総務省
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「※当該項目は、ホームページではご覧になれません。」

「※当該項目は、ホームページではご覧になれません。」
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